
1．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法によっている。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法によっている。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　　　　建　　　物　：定額法（ただし、平成10年3月31日までに取得した建物については定率法）によっている。

　　　　建物附属設備：定額法（ただし、平成28年3月31日までに取得した建物附属設備については定率法）によっ

ている。

　　　　車両運搬具　：定額法によっている。

　　　　什器備品　　：定額法によっている。

②リース資産・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

③無形固定資産・・・定額法によっている。

(4) 引当金の計上基準

①賞与引当金・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に属する額を計上している。

②退職給付引当金・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発

　　　　　　　　　　生していると認められる額を計上している。

(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込処理によっている。

2．会計方針の変更

該当事項なし。

財務諸表に対する注記



3．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。      （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 - - - -

- - - -

特定資産

退職給付引当資産 465,262,204 404,259,114 447,973,846 421,547,472

財政調整基金積立資産 43,201,000 10,906,000 43,201,000 10,906,000

減価償却引当資産 1,301,465,390 1,231,567,635 1,003,421,000 1,529,612,025

電算処理システム導入作業経費積立資産 0 900,000 0 900,000

管理運営積立資産 397,701,363 126,286,954 100,000,000 423,988,317

ICT積立資産 40,428,000 46,245,000 40,428,000 46,245,000

什器備品 34,744,618 0 16,048,691 18,695,927

建設仮勘定 0 0 0 0

ソフトウェア 28,773,308 1,848,000 20,675,364 9,945,944

ソフトウェア仮勘定 1,848,000 0 1,848,000 0

2,313,423,883 1,822,012,703 1,673,595,901 2,461,840,685

2,313,423,883 1,822,012,703 1,673,595,901 2,461,840,685

4．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

当期末残高 （うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産 - （　　-　　） （　　-　　） （　　-　　）

- （　　-　　） （　　-　　） （　　-　　）

特定資産

退職給付引当資産 421,547,472 （　　-　　） （　　-　　） (421,547,472)

財政調整基金積立資産 10,906,000 （　　-　　） (10,906,000) （　　-　　）

減価償却引当資産 1,529,612,025 （　　-　　） (1,529,612,025) （　　-　　）

電算処理システム導入作業経費積立資産 900,000 （　　-　　） (900,000) （　　-　　）

管理運営積立資産 423,988,317 （　　-　　） (423,988,317) （　　-　　）

ICT積立資産 46,245,000 （　　-　　） (46,245,000) （　　-　　）

什器備品 18,695,927 (18,435,291) (260,636) （　　-　　）

ソフトウェア 9,945,944 (9,399,034) (546,910) （　　-　　）

ソフトウェア仮勘定 0 （　　-　　） （　　-　　） （　　-　　）

2,461,840,685 (27,834,325) (2,012,458,888) (421,547,472)

2,461,840,685 (27,834,325) (2,012,458,888) (421,547,472)

5．担保に供している資産

該当なし

6．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次の通りである。 （単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産

　什器備品 83,149,500 64,453,573 18,695,927

　ソフトウェア 106,272,242 96,326,298 9,945,944

その他固定資産

　建物 751,734,891 453,617,555 298,117,336

　建物附属設備 171,499,345 116,470,642 55,028,703

　車両運搬具 1,928,761 1,928,760 1

　什器備品 397,677,004 303,425,262 94,251,742

　有形リース資産 46,627,280 24,446,996 22,180,284

　ソフトウェア 448,242,658 393,995,790 54,246,868

2,007,131,681 1,454,664,876 552,466,805

7．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

  債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

債権金額 債権の当期末残高

未収金 一般会計 59,610,950 59,610,950

未収金 国民健康保険事業関係業務特別会計業務勘定 55,969,918 55,969,918

未収金 後期高齢者医療事業関係業務特別会計業務勘定 68,379,172 68,379,172

未収金 介護保険事業関係業務特別会計業務勘定 29,904,701 29,904,701

未収診療報酬等 介護保険事業関係業務特別会計業務勘定 14,728,106 14,728,106

未収金 障害者総合支援法等特別会計業務勘定 28,001,761 28,001,761

未収金 特定健診・特定保健指導等事業特別会計 24,516,358 24,516,358

未収診療報酬等 特定健診・特定保健指導等事業特別会計 72,330,061 72,330,061

未収診療報酬等 特別会計国民健康保険等支払勘定 8,268,117,808 8,268,117,808

未収診療報酬等 特別会計後期高齢者医療等支払勘定 16,612,916,982 16,612,916,982

未収診療報酬等 特別会計介護給付費等支払勘定 10,656,517,185 10,656,517,185

未収診療報酬等 特別会計障害介護給付費支払勘定 3,481,967,222 3,481,967,222

39,372,960,224 39,372,960,224

科目

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計

科目

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計

科目

合　　　　計

科目（会計名） 貸倒引当金の当期末残高

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

合　　　　計 -



8．保証債務等の偶発債務

該当なし

9．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。 （単位：円）

帳簿価額 時　　　価 評価損益

減価償却引当資産（一般）　福岡北九州高速道路債券（10年） 250,000,000 244,825,000 ▲ 5,175,000

減価償却引当資産（業務）　福岡北九州高速道路債券（10年） 250,000,000 244,825,000 ▲ 5,175,000

減価償却引当資産（業務）　京都府公募公債（10年） 300,000,000 299,550,000 ▲ 450,000

800,000,000 789,200,000 ▲ 10,800,000

10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　  　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位：円）

国民健康保険団体連合会等補助金 厚生労働省 3,550,260 0 1,844,820 1,705,440 指定正味財産

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金 厚生労働省 26,277,306 0 7,148,629 19,128,677 指定正味財産

国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金 厚生労働省 31,394,905 0 26,504,931 4,889,974 指定正味財産

高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金 厚生労働省 1,710,007 345,000 1,715,366 339,641 指定正味財産

感染症予防事業費等国庫負担（補助）金 厚生労働省 1,463,634 0 462,200 1,001,434 指定正味財産

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制確保事業費補助金 厚生労働省 1,848,000 0 369,600 1,478,400 指定正味財産

66,244,112 345,000 38,045,546 28,543,566

11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額

1,844,820

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金への振替額 7,148,629

国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金への振替額 26,504,931

高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金への振替額 1,715,366

感染症予防事業費等国庫負担（補助）金への振替額 462,200

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制確保事業費補助金への振替額 369,600

合　　　計 38,045,546

12．関連当事者との取引の内容 （単位：円）

役員の兼務等 事業上の関係

取引の内容 取引金額
(注2)

科目 期末残高
(注2)

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

受取賃貸料
(注1)

20,433,600 未収金 0 (注1) 単価その他取引条件は、交渉の上で決定しております。

委託費
(注1)

398,320,756 未払金 30,924,549 (注2）取引金額及び期末残高は消費税等を含めております。

13．重要な後発事象

該当なし

14．その他の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

該当なし

科目・種類及び銘柄

合　　　　計

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

合　　　計

国民健康保険団体連合会等補助金への振替額

属性 法人等の名称 住所 資産総額
事業の内容又は

職業
議決権の所有割

合

関係内容

3名
電算処理業務

の委託
子会社 (株)長崎総合情報センター

長崎市今博多町８
番地２

1,270,174,364

国民健康保険、
介護保険、後期
高齢者医療保険
等の審査支払電
算処理業務等

75%


